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◆法の下の平等を示すべき。 
 

 昨年、発覚した自由民主党派閥政治資金パーティ裏

金問題では逮捕・起訴された３人の国会議員に加

え、１００人近くの議員などが政治資金収支報告書

の修正を行っていますが、修正内容の入出金額や使

途、期日などもはっきりと示されていない事例が散

見され、「不明」と記すのみに留まる議員さえい

て、政治活動に使ったものなのか、買収目的など違

法な支出が行われていないのか、個人的支出ではな

いのかなど何ら検証出来ず、むしろやましい支出が

あるのではないかと強い疑念も持たれます。 

 ２月１６日から始まった確定申告では「不明」

は、通用しません。 

 当該裏金が政治団体への寄付でなく政治家個人の

所得であった場合に課税対象とすれば、所得税額は

数億円規模に上るでしょう。 

 自由民主党国会議員は一般市民・国民とは異なっ

て脱税仕放題だと揶揄する声も聞こえます。 

 〝法の下の平等〟を示すことが、政治の信頼を取

り戻す第一歩だと、強く訴えたい。 
 

◆国民には増税、 

自由民主党議員は裏金収入で脱税 
 

 岸田政権のもと（１）防衛増税、（２）子育て支援

金財源上乗せ、（３）高校生年代の扶養控除の縮小は

じめとして国民皆様に負担増が強いられていきます。 

 立憲民主党は、優先順位をつけるべきと考えま

す。人口戦略会議の指摘にある、昨年出生数77万人

まで低下しました。総人口の急激な減少を抑えるた

め、安定的で成長力のある人口8000万人を安定化さ

せるためにも、政策転換が“今”必要なのです。 

チルドレン・ファーストの立ち場から少子化対策や

子ども・子育て・教育への歳出を確保するととも

に、能登半島被災地をはじめとした支援を先ずは 

進めるべきと提案しています。 

審議中の予算案にも厳しく検証を向けましょう。  

 ２０２４年度予算案は、一般会計の総額が１１２

兆７１７億円 特別会計の歳出総額は４３６兆円で

すが、会計間相互の重複計上額等を除いた、純計額

は２０７兆９千億円。防衛費が公共事業費や文教費

等より大きくなっています。 
 

【2024年度予算概要】 

埼玉県第７区 

１月２６日から（１５０日間６月２３日まで）の第２１３回通常国会が開会しました。 
昨年末から、選挙買収ならびに派閥政治資金パーティでの裏金に関する 

政治資金収支報告書不記載問題で自民党の国会議員が相次いで 

逮捕・起訴される異常事態の中での、国会開会となりました。 

また残念ですが国内の基幹産業でもある自動車生産大手事業者において 

データ改ざん・不正が発覚する例が続き、「日本」への信頼が揺らいでいます。 
 

政治は社会の写し鏡だと考えますが、国の信頼回復には先ず何よりも 

政治を正すことから始めなければなりません。 

政治は国民の生活を守るためにあります。 

〈歳入〉  〈歳出〉  

法人税 

消費税 

その他 

その他収入 

建設公債 

特例公債 

17兆 460億 

23兆8230億 

10兆8340億 

 7兆5147億 

 6兆5790億 

28兆3700億 

社会保障 

防衛関係費 

公共事業 

文教及び 

  科学振興 

その他 

地方交付税 

  交付金等 

国債費 

37兆7193億 

 7兆9172億 

 6兆 828億 

 5兆4716億 

 

 9兆 855億 

17兆7863億 

 

27兆  90億 



◆子育て罰、ステルス増税 

選挙で 政治を変える しかない！ 
 

１月２３日、立憲民主党子ども・若者応援本部で、

「こどもまんなか政策を実現する会」の皆様より

「抜本的なこども税制拡充に関する要望書」を受け

取りました。 

 子どもが幸せに生まれ育ち、少子化が改善される

日本の実現のために、 
 

  （１）高校生増税案 

     （高校生扶養控除廃止・縮小）の即時撤回 

  （２）０−１５歳の子どもたちへの減税 

     （年少扶養控除の復活拡充） 

  （３）１６−８歳の若者たちへの減税 

     （高校生扶養控除の拡充） 
 

これら３点の要望事項とともに、所得制限のない保

育教育の無償化に取り組んでもらいたいとの内容で

す。「抜本的なこども税制拡充に関する要望書」は

自民党税制調査会、公明党税制調査会、岸田内閣総

理大臣へも提出されたと伺いました。 

 岸田総理は「異次元の少子化対策」と述べなが

ら、自民党税制調査会に関しての報道では、児童手

当の拡充と引き換えに高校生への扶養控除の縮小検

討を行うとされ、目的に逆行する「がっかり少子化

対策」であって、子どもを産み育てている家庭によ

り負担を加えてしまう“子育て罰”の現状が改善さ

れる様子はありません。 

 ２月５日から始まった衆議院予算委員会では、派

閥パーティでの裏金はじめとした自民党の「政治と

金」の問題を明らかにすること、また能登半島地震

復旧復興支援に関してしっかり議論することは勿論

ですが、子ども子育てに関する政策論戦も大きな

テーマとなります。 

 子育て世代を支え、次世代を育む、社会的弱者を

つくらない政治で応えていきたいと思います。 
 

◆二階元自民党幹事長の収支報告書 

衝撃の内容 
 

 二階代議士の資金管理団体の収支報告書では２０

２０～２０２２年の３年間で書籍代として、なんと

約３５００万円を支出したと記載されていました。 

また、二階代議士は自民党幹事長時代の約４７億７

千万円を含む合計約５０億６千万円もの巨額の政策

活動費を受け取っていることが自由民主党の収支報

告書から明らかになりました。政策活動費５０億

円、いったい何に使ったのでしょうか？ 

 戦後、高度経済成長期「昭和」の政治では金権政

治がドラマにもなりましたが、先進国の一員に成長

し、グローバル化に入った「令和」の現在は、上級

国民は見逃されるとの揶揄される、自民党の裏金・

脱税行為は許すべきではありません。 
 

◆第２１３回通常国会・国交委員会 
 

 私・小宮山の所属する国土交通委員会には、政府

より６法案が提出される見込みです。 

 政府提出法案などは全体として、令和６年度予算

案、経済安全保障上の機密情報を扱う人を認定する

セキュリティー・クリアランス制度の創設法案など

５８法案、条約承認案１１本が予定されています。 
 

 〈国土交通省関係法案一覧〉 
 

  □奄美群島開発特別措置法（国土政策局） 

  □二地域居住改正法案（国土政策局） 

  □緑地法改正法案（都市局） 

  □貨物業務・貨物自動車運送事業法 

             （物流自動車局） 

  □建設業法公共工事契約適正化法改正 

          （不動産・建設経済局） 

  □住宅セイフティネット法改正（住宅局） 
 
 

◆ピンチをチャンスに！ 

人から始まる、経済再生。 
 

 自民党を中心とするこれまでの政治は、人を粗末

にしすぎでした。生まれた環境によって受けられる

教育が左右されてしまい、結果として能力が発揮で

きない、賃金が上がらないことで、個人消費も伸び

ない。今の日本には”生づらさ”を感じる人が多く

いらっしゃいます。 

 子供の貧困、官製ワーキングプア、格差拡大、男

女間の賃金格差、非正規雇用の賃金格差など、どれ

も人をないがしろにしてきた結果の表れです。 

 ＳＤＧｓにある環境や人権への価値観は、まちづ

くり、住宅政策、食糧・エネルギーの自給率向上

は、国富流出の防止、経済安全保障の観点からも、

新しい産業の基軸になるものです。 
 

政権交代を実現し、ご一緒に、 

安心して暮らせる日本をつくりましょう！ 

こみやま泰子  活動ライブラリー  お寄せいただいた声を大切に活動してまいります。 

節分会 

（２月３日） 
通常国会開会 

（１月２６日） 

餅つき 

（２月４日） 
子ども・若者応援本部 

（１月２３日） 


